
(単位：円)

総 額

(１)人件費 104,770

(２)退職手当引当金繰入等 11,051

(３)賞与引当金繰入額 6,531

小 計 122,352

(１)物件費 14,217

(２)維持補修費 1,877

(３)減価償却費 46,637

小 計 62,731

(１)社会保障給付 6,449

(２)補助金等 67,378

(３)他会計等への支出額 5,921

(４)他団体への公共資産整備
補助金等

14,628

小 計 94,376

(１)支払利息 11,084

(２)回収不能見込計上額 73

(３)その他行政コスト 645

小 計 11,802

291,261

1 使用料・手数料 3,251

2 分担金・負担金・寄附金 3,057

6,308

2.2%

純資産合計

897,871

△ 284,953

106,598

79,666

19,850

46,421

326

△ 515

△ 55,676

809,588

(単位：万円)

３ 県民１人当たりの財務書類４表（普通会計）
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経常行政コスト

【経常収益】

経常収益 合計

経常収益／経常行政コスト

平成22年度末純資産残高

【経常行政コスト】

1

2

3

- 45 -

284,953
(経常行政コスト－経常収益)

(差引)純経常行政コスト

その他

(単位：円)

平成21年度末純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

資産評価替えによる変動額

県民１人当たりの純資産

約8.8万円 減少

資金収支計算書

行政コスト計算書

滋賀県の人口 1,３90,927人

（平成23年3月31日）

純資産変動計算書

貸借対照表

負債は、対前年度で2万円の増加となっていますが、このうち、臨

時財政対策債が４万円の増加であることから、臨時財政対策債を除い

た負債は、2万円減少しています。

臨時財政対策債は、本来、地方交付税として交付されるべきものが

地方債に振り替えられたもので、その元利償還金は、後年度に全額地

方交付税で措置されます。

説 明

7.2万円
7.1万円

0.1万円

収支不足収支剰余

歳計現金

3.4万円 3.4万円

歳入

30.1万円

歳出

22.9万円

5.0万円
8.9万円

経常的収支 公共資産

整備収支

投資・財務

収支

最終的な剰余額

資産 171 負債 90 (70)

公共資産 156 固定負債 83

投資等 13 流動負債 7

流動資産 2 純資産 81

（参考）平成22年３月31日現在

資産 178 負債 88 (72)

公共資産 158 固定負債 82

投資等 19 流動負債 6

流動資産 1 純資産 90

対前年度増減額

資産 ▲ 7 負債 2 (▲ 2)

公共資産 ▲ 2 固定負債 1

投資等 ▲ 6 流動負債 1

流動資産 1 純資産 ▲ 9

※( )は臨時財政対策債を除いた額


